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１．はじめに 

2040年にかけて、85歳以上の高齢者が増加し在宅医療のニーズが増加すると考え

られるとともに、生産年齢人口が減少する中で歯科医療の質を確保しながらより効

率的に歯科医療を提供できるようにすることが求められている。 

歯科衛生士は、予防処置や歯科診療の補助、歯科保健指導を担っており、歯科保

健医療に不可欠な存在である。加えて近年は、在宅療養患者や入院患者等に対する

口腔健康管理のニーズが増大している一方で、これまで歯科衛生士の必要数に関す

る検討はなされていなかった。 

こうした状況を踏まえ、国民の多様なニーズに応え得る歯科衛生士の人材を確保

するため、歯科衛生士の業務のあり方や歯科衛生士の必要数等に関して具体的な検

討を行うために「歯科衛生士の業務のあり方等に関する検討会」を設置し、これま

で議論を行い、その方向性が示されたことから、今般、中間報告をとりまとめた。 

 

２．歯科衛生士数の需給推計等 

（１）歯科衛生士の現状 

○ 歯科衛生士の免許登録者数は、令和６年時点で 326,651人であり、衛生行政

報告例によると、令和６年の就業歯科衛生士数は、149,579人である。歯科衛生

士免許登録者の 45.8％が就業している。 

 

○ 歯科衛生士の主たる従事先は歯科診療所であり、約９割の就業歯科衛生士が

勤務している。近年は病院や介護保険施設等に勤務する歯科衛生士数も増加し

ている。 

 

（２）歯科衛生士の必要数 

① 供給推計について 

○ 他職種の推計を踏まえ、2024年の就業歯科衛生士数をベースとして、新規就

業者数、就業率などを用いて以下の計算式を用い、10年後の就業歯科衛生士数

の供給推計を行った。(参考資料１) 

10 年後の就業歯科衛生士数＝以下の①と②の合計で推計する。 

①直近（2024 年）の就業歯科衛生士数× 継続就業者率（就業場所・性・年齢階級別）※

１ 

②新規参入者の推計値 × 就業者率※２ × 新規参入者率※３ 

※１ 継続就業者率 ＝ コーホート変化率法に基づき、過去３回分の就業者数の変化率（平均値）を算出 

※２ 就業者率     ＝ 就業者数÷免許登録者数（年齢階級別） 

※３ 新規参入者率 ＝ 国家試験合格年度の翌年度に 22 歳になる者の割合 

 

○  その結果、2024 年から 2034年までの 10年間、近年と同じ就業者率で推移す

ると仮定した場合、2034年の就業歯科衛生士数は約 18万４千人～18万７千人

になると推計された。(参考資料２) 
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○  20歳代の就業者率が 75％又は 80％、30歳代～50歳代の就業者率が 70％、

及び 20歳代の就業者率が 80％かつ 30歳代～50歳代の就業者率が 70％になると

仮定し推計を行ったところ、就業歯科衛生士数は 2034年に約 18 万９千人～約

24万６千人になると推計された。(参考資料３) 

 

② 需要推計について  

○ 「将来の歯科医療需要（推計患者数）」、「患者 1人当たりの歯科医師数」及び

「歯科医師１人当たりの歯科衛生士数」を用い、2035年の歯科医師１人当たり

の歯科衛生士数が 2024年と同程度と仮定し、以下の計算式で将来の歯科衛生士

の需要推計を行った。なお、病院や介護老人保健施設、行政等に勤務する歯科

衛生士数について今回は定数と仮定し、以下３つの場合に分け、推計を行っ

た。(参考資料４、５) 

 

将来の歯科衛生士の需要推計  

＝将来の歯科医療需要（推計患者数）※１ × 医療需要当たりの歯科医師数（患者１人

当たりの歯科医師数） ※２× 歯科医師１人当たり歯科衛生士数※３ 

 

※１ 将来の歯科医療需要（推計患者数）   

① 近年の歯科診療所の患者数（年齢階級別）を人口で除して、「歯科診療所患者数／人口」を算出 

② ①で算出した「歯科診療所患者数／人口」からその推移（変化率）を算出 

③ 将来の人口構成の推移と②で算出した「歯科診療所患者数／人口」の変化率から推計患者数を

算出 

※２ 医療需要当たりの歯科医師数（患者１人当たりの歯科医師数）  

 診療所に従事している歯科医師数を歯科診療所の患者数で除して算出 

※３ 歯科医師１人当たり歯科衛生士数  

 歯科衛生士が勤務する歯科診療所について、歯科医師一人あたりの歯科衛生士数を算出 

 (「常勤・非常勤の歯科衛生士数／常勤の歯科医師数」で算出） 

 

 

○ まず、今後の患者数の推移がこれまでと同じ傾向で続くとともに、全ての歯

科診療所において歯科医師数に応じて歯科衛生士が勤務すると仮定した場合の

需要の推計を行った場合、2035年の歯科衛生士の必要数は約 18 万８千人と算出

された。(参考資料５) 

 

○ さらに、近年、在宅歯科医療や歯科衛生士による指導管理等のニーズが増加

しており、今後も高齢者人口は増加することから、2035年まで指導管理等のニ

ーズの増加が同様に推移すると仮定して需要推計を行った。一方、今後は生産

年齢人口の減少に伴い、医療従事者の確保が更に困難となることが見込まれる

ことから、他医療分野と同様に歯科分野においても業務効率化を進めることが

必要であり、この中で歯科衛生士の業務についてもテクノロジーの活用等によ

る業務効率化・生産性向上に取り組む必要がある。このため、一定程度（３～

５％）効率化が進むと仮定し、需要推計を行った場合、2035年の歯科衛生士の
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必要数は約 19万人～19万４千人と推計された。(参考資料６) 

 

＜小括＞ 

○ 2034年までの就業歯科衛生士の供給推計と需要推計では、両推計値ともに増

加し、今後、就業者率の改善がさらに進んだ場合、供給推計が需要推計をやや

上回ると推計された。また、供給推計と需要推計の差は、今後の就業者率の向

上や歯科医療需要の変化、業務効率化の程度により幅があると考えられる。 

 

○ また、今回の需要推計において、歯科医師 1人当たりの歯科衛生士数につい

ては、今後 10年で変わらないという仮定で推計を行っているが、これまでのデ

ータをみると歯科医師１人当たりの歯科衛生士数は増加してきていることか

ら、今後、高齢者における口腔管理のニーズのさらなる高まりや歯科健診の推

進等の状況を踏まえ、このような変化も踏まえた検討の必要性も指摘された。 

 

〇 さらに、歯科衛生士数については、これまでの研究で地域差があることも示

唆されており、高齢化率の高いへき地などではとくに歯科衛生士の確保が困難

であるという意見もあった。今後、例えば都道府県別の需給の検討など、地域

差や地域偏在の観点からの検討も必要である。 

 

③ 需給推計を踏まえた検討課題や今後の方向性について 

＜検討課題＞ 

○ 歯科衛生士養成施設においては、18歳人口が減少する中で、入学者数の確保

の観点などから、新規で養成施設を増加させることについては現実的ではない

との意見があるが、今後も患者に必要な歯科医療を提供していくためには地域

における歯科衛生士の養成・確保の取組が必要となる。 

 

○ また、歯科衛生士養成施設を卒業した後の就労支援体制や、新人歯科衛生士

の教育体制が十分に整備されていないなどの課題があることに加え、早期離職

やライフイベント等による離職が指摘されている。 

 

＜解決の方向性＞ 

〇 歯科衛生士の養成については、生産年齢人口や 18歳人口の減少によって、医

療関係職種の養成校の定員充足率が、近年、低下傾向にあり、現在行われてい

る、「医療関係職種の安定的な養成・確保に関する検討会」における議論も踏ま

え、歯科衛生士の養成・確保について対応を行うことが必要である。 

 

〇 復職支援に関しては、都道府県や関係団体等により、復職のための実習や研

修などが行われているほか、地域によっては就労支援のための相談窓口の設置

や離職者の状況に応じた復職支援等が行われており、これまで関係団体や都道
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府県等が行っている復職支援の取組等も踏まえ、引き続き必要な人材確保対策

を進める必要がある。 

 

○  更に増加する歯科医療へのニーズに対応するため、業務の効率化や、歯科衛

生士免許を持ちながら歯科衛生士として就業していない者のアプローチ、つま

り就業者率の向上の方法についても引き続き検討を進める必要がある。 

 

○  また、歯科衛生士の柔軟な働き方が可能となるような歯科診療所の体制（適

切な業務分担、歯科診療所の機能分化・大規模化等）や、歯科衛生士の業務の

あり方等についても検討を進める必要がある。 

 

３．歯科衛生士の業務のあり方 

＜現状及び課題＞ 

○ 高齢化の進展に伴い、在宅や入院患者の口腔管理ニーズが増加する中で、生

産年齢人口は減少しており、今後は、質を維持しながら効率的な歯科医療を提

供することが必要とされている。 

 

○ また、今後地域によっては歯科医療の提供が困難になる地域が出てくること

が想定される中で、看護師の特定行為のように、あらかじめ歯科医師が作成し

た手順書に基づき、研修を受けた歯科衛生士が歯科診療の補助を行うことにつ

いて検討を行う必要がある。 

 

＜解決の方向性＞ 

○ 効率的な歯科医療提供の観点から、研修を受けた歯科衛生士が、歯科医師の

作成した手順書に基づき、歯科診療の補助を行うことを可能とする。 

 

○ 上記の対応に関しては、これらの行為に当たって歯科衛生士が手順書に基づ

いて一定の判断を行うことが想定されるところ、この判断には当該歯科衛生士

の実践的な理解力、思考力及び判断力並びに高度かつ専門的な知識及び技能が

求められるため、どのような行為を対象とするか関係法令等の整備を含めた検

討を行うことが考えられる。 

 

○ また、歯科医師の作成する手順書に基づいて歯科衛生士が歯科診療の補助行

為を行うことを可能にするに当たっては、研修制度、研修施設等の枠組み、研

修期間、研修の実施主体、関係団体や関係学会における認定制度の活用などを

踏まえた、研修のあり方についても検討が必要である。 
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４．おわりに 

○ 2040年に向け生産年齢人口の減少に伴い医療人材の減少が予測される中、超

高齢社会の進展や歯科疾患の疾病構造の変化により、歯科衛生士に求められる

業務も多様化している。 

 

○ 今後、多様なニーズに対し、質を維持しながら歯科医療を提供するために、

業務の効率化や人材確保対策等も含め、歯科衛生士の業務のあり方について、

引き続き検討することが必要である。 

 

〇 また、歯科医師の作成する手順書に基づき行う歯科衛生士の診療補助行為に

ついては、これらが適切に実施されるよう関係法令等の整備を行う。 
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